
第 11号様式（第 21条関係） 

 

猟区設定認可申請書 

 年  月  日 

 新潟県知事    様 

 

 下記のとおり猟区を設定したいので、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適性化に関する法律第 68 条

第１項の規定により申請します。 

記 

１ 猟区予定区域内の地目別面積 

山      林 

原 野 耕 地 水 面 その他 計 備 考 

国 有 林 公有林 私 有 林 計 

ha ha ha ha ha ha ha ha ha  

注 備考欄には、水面の利用状況、その他の欄中の地目の名称等について記載すること。  

 

２ 猟区予定区域内の鳥獣生息状況 

 

 

 

 

 

 

 注 １ 区域内に生息する鳥獣について、最近 3か年間の生息数の多い鳥獣の種名及びその生息の概

要(増減傾向を含む。)を記載すること。特に狩猟期間内の狩猟鳥獣及び狩猟鳥獣と誤認される

おそれのある非狩猟鳥獣の生息状況については、詳しく記載すること。 

   ２ 区域内に水面のある場合は、鳥獣の生息状況を記載すること。 

   ３ 植生その他の鳥獣の繁殖地として適している事項について記載すること。 

   ４ 猟区の環境を示す写真を添付し、猟区の区域及び位置を示す図面に撮影方向を矢印で示すと

ともに、必要に応じて説明を付すること。 

 
申
請
者 

住 所  

名   称  

代表者の氏名    



３ 猟区の維持管理の事務委託 

  

 

 

  

 注 維持管理の事務を委託する場合に、委託を受ける者の住所及び氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名）、委託事務の内容等について記載すること。 

 

４ 狩猟鳥獣の保護施設の設置計画 

 (1) 初年度の計画 

  ア 給水施設 

 

  イ 給餌施設 

 

  ウ 営巣、避難及び採餌に必要な森林及び草原 

 

 (2) 次年度の計画 

  ア 給水施設 

 

  イ 給餌施設 

 

  ウ 営巣、避難及び採餌に必要な森林及び草原 

 

５ 狩猟鳥獣の人工増殖計画 

 (1) 初年度の計画 

対  象  種 増殖施設の規模 繁 殖 親 の 数 育成子の計画数 備 考 

 m 2 羽 羽   

 (2) 次年度の計画 

対  象  種 増殖施設の規模 繁 殖 親 の 数 育成子の計画数 備 考 

 m 2 羽 羽   

注 １ 増殖施設には、野生化訓練場を含むものであること。 

  ２ 備考欄には、増殖施設の所在地を記載すること。 



６ 狩猟鳥獣の放鳥獣計画 

 (1) 初年度の計画 

放 鳥 獣 対 象 種 放 鳥 獣 数 放 鳥 獣 の 方 法 放鳥獣の場所 

放鳥獣の入

手相手方の

名 称 

備 考 

 

羽 

    

 

 (2) 次年度の計画 

放 鳥 獣 対 象 種 放 鳥 獣 数 放 鳥 獣 の 方 法 放鳥獣の場所 

放鳥獣の入

手相手方の

名 称 

備 考 

 

羽 

    

 

７ 1 狩猟期間の月別入猟者及び捕獲鳥獣の見込数 

  初年度 

月 

入猟者見込数 捕 獲 等 鳥 獣 見 込 数 

網猟 わな猟 
第 1 種

銃 猟 

第 2 種

銃 猟 
キ ジ ヤマドリ コジュケイ     

 人 人 人 人 羽 羽 羽   

          

          

          

          

計 
         

注 １ 入猟者見込数は、別添予算書の入猟者見込数と同数であること。 

  ２ 放鳥獣猟区にあっては、捕獲等鳥獣見込数は、当該年度の放鳥獣数の 90 パーセント以下であ

ること。 

  ３ 初年度と次年度以降において、入猟者見込数及び捕獲等鳥獣見込数に相当の差が生じる場合は、

その旨を記載すること。 



８ 猟区運営に従事する者 

区   分 氏   名 年 齢 狩猟経験年数 
狩猟鳥獣増殖

従 事 年 数 

猟区運営に必

要な能力に関

す る 事 項 

猟区管理者 
     

主 任 
     

巡視員 
     

事務員 
     

注 １ 国及び地方公共団体以外の者が申請する場合に記載すること。 

  ２ 猟区運営に必要な能力に関する事項の欄には、官公庁、狩猟者団体等で一定の業務の推進を指

揮し、又は運営した経験がある場合における当該業務の内容及び経験年数を記載すること。 

 

９ 猟区運営に必要な資金計画 

事   業   費 資  金  内  訳 備 考 

人 件 費  入 猟 収 入   

旅 費  補 助 金   

光 熱 水 費  寄 付 金   

設 備 整 備 費  そ の 他 収 入   

通 信 運 搬 費     

消 耗 品 費  借 入 金   

消 耗 備 品 費     

賃 借 料  自 己 資 金   

委 託 料     

租 税 公 課     

そ の 他 支 出     

計  計   

注 １ 国及び地方公共団体以外の者が申請する場合に記載すること。 

  ２ 自己資金にあっては銀行等の預金の残高証明書を、自己資金以外の資金にあってはその調達が

可能であることを証する書類を添付すること。 



添付書類 

 １ 猟区管理規程 

 ２ 猟区の区域及び位置を示す２万５千分の１以上の図面 

 ３ 猟区の区域内の土地に関し登記した権利を有する者の同意を証する書類 

 ４ 猟区設定に関する予算書 


